
令和８年度当初予算案における主要な施策

参考資料

部 局 名

教 育 局



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

伸び率令和７年度令和８年度区 分

10.5％474,058,114千円523,883,100千円予算総額

－21.3％21.5％一般会計構成比

【一般会計】

伸び率令和７年度令和８年度区 分

3.0％900,856千円928,154千円予算総額

【埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

（単位 千円）

１ 確かな学力の育成

Ｐ ８ 一部新規 学力向上の推進【義務教育指導課・高校教育指導課】 ２３６，０２０

Ｐ ７ グローバル教育の推進【高校教育指導課】 ３８８，５４０

Ｐ ９ 一部新規 いじめ・不登校等への対策【生徒指導課】 １，６０３，５９２

２ 豊かな心の育成

３ 健やかな体の育成

Ｐ１０ 一部新規 部活動の充実・支援【保健体育課】 ２６６，１９６

４ 自立する力の育成

Ｐ１１ 一部新規 高校生のキャリア教育・産業教育の推進【高校教育指導課】 １９６，３１８

Ｐ ６ 遠隔教育の展開に向けた研究【高校教育指導課】 ７，１４５

５ 多様なニーズに対応した教育の推進

Ｐ１２ 一部新規 特別支援学校の過密対策【特別支援教育課・財務課】 ２，７３２，４１６

Ｐ１３ 医療的ケアの体制整備【特別支援教育課】 ３１１，４４５



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ４ －

（単位 千円）

Ｐ１４ 特別支援学校における就労支援【特別支援教育課】 １３３，４３５

Ｐ１６ 教育相談等支援体制の充実【生徒指導課・人権教育課】 １，５９８，３９８（一部再掲）

６ 質の高い学校教育を推進するための環境の充実

Ｐ１７ 一部新規 優秀な教員の確保【小中学校人事課・県立学校人事課】 ５，１０８

Ｐ２１ 一部新規 魅力ある高校づくりの推進
【高校教育指導課・魅力ある高校づくり課・財務課】 ２，８２５，５６２

Ｐ２２ 教育施設の長寿命化の推進【財務課】 １８，３８５，８５６

Ｐ１５ 一部新規 いわゆる教育無償化に伴う保護者負担の軽減【財務課・保健体育課】３３，８８９，９４５

Ｐ１９ 一部新規 学校における働き方改革の推進 １，０９８，２８６（一部再掲）
【県立学校人事課・福利課・高校教育指導課・ＩＣＴ教育推進課
・特別支援教育課・義務教育指導課・小中学校人事課・保健体育課】

Ｐ２３ 一部新規 県立学校の空調整備の推進【財務課】 ３，６４０，２９７

Ｐ１８ 一部新規 学校教育のデジタル化の推進【ＩＣＴ教育推進課・高校教育指導課】１１，５３１，１３４



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ５ －

（単位 千円）

７ 家庭・地域の教育力の向上

Ｐ２４ 地域学校協働活動の推進【生涯学習推進課・義務教育指導課】 ２０４，８７２

８ 生涯にわたる学びの推進

Ｐ２５ 一部新規 新たな県立図書館の整備推進【生涯学習推進課】 １６，７９０

９ 文化芸術の振興

Ｐ２６ 一部新規 文化財保護の推進【文化財・博物館課】 １４６，３２０

その他

Ｐ２７ 教職員の定数【総務課・県立学校人事課・小中学校人事課】



遠 隔 教 育 の 展 開 に 向 け た 研 究

生徒・教員数の減少、県立高校の小規模化が見込まれる中で“生徒の多様なニーズや習熟度に応じて学べる環境の確保”や
時間・場所・人的制約などの理由で対面では提供が難しかった学びの提供による“学びの質の向上”に向けて以下の観点から
遠隔教育を実施できる体制の構築について研究を行う。
① 生徒の進路希望に応じた選択科目や専門科目の学びを提供
② 生徒個々の習熟度に応じた学びの提供

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７７２）

【予算額】７，１４５千円

事業概要

１ ＩＣＴを活用した遠隔教育導入・展開実証事業 ７，１４５千円

－ ６ －

（１）ＩＣＴを活用した遠隔教育の展開に向けた研究 ７，１４５千円

同時双方向による遠隔教育の実証研究

① 教員の確保が困難な一部の科目において、当該教科の免許を持った教員がいない学校や当該科目の専門性がない

教員がいる学校に対して配信センターから遠隔授業を実施し、その効果を検証する。

② 幅広い学力層の生徒が通学する学校における生徒個々の習熟度に応じた学びについて、配信センターから遠隔授業

を実施し、その効果を検証する。

【配信センターからの授業】
配信センターから遠隔授業

受信側教師の当該免許状
の有無は問わない

【受信校側の授業の様子】



グ ロ ー バ ル 教 育 の 推 進

「グローバル人材の育成」と「外国語教育の充実」の２本の柱により、グローバル化に対応した教育を推進する。
また、複雑化・多様化する世界において、自ら課題を発見し、解決する資質・能力を育成するため、教育課程の検討を行う。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７７２）

【予算額】３８８，５４０千円

事業概要

１ 県立高校グローバル教育総合推進事業 ３８７，３５０千円

（１）埼玉と世界をつなぐハイブリッド型国際交流事業 １７，２６９千円
学校単位によるオンラインと現地訪問を組み合わせた、ハイブリッド型国際交流を実施する。

２ 教育課程研究事業 １，１９０千円

（１）国際教育プログラムの構築 １，１９０千円
教材研究や専門研修、先進校等への視察を通じて、高い語学力や思考力を育成するほか、海外大学への留学や進学

希望にも対応できる国際教育プログラムの構築に向けた教育課程の検討を行う。

（３）教員の海外派遣及びメキシコ州交流事業 １，４５６千円
姉妹州省の教員との相互派遣を実施する。

（５）県立高校英語教員指導力向上事業 ２９６千円
外部検定等を活用し、初任者教員の英語指導力・英語力の向上を図る。

－ ７ －

【オーストラリアでの交流の様子（越谷北高校）】

（２）社会総がかりで行う高校生留学促進事業 ６，０００千円
高校等が実施する短期海外研修に参加する生徒に対して経費を補助する。

（４）語学指導等におけるネイティブスピーカー活用事業 ３６２，３２９千円
外部人材（ALT、国内留学生）を授業や学校行事で活用し、生徒が自然な外国語に

触れる機会を増やす。



－ ８ －

学 力 向 上 の 推 進

小・中学校において、児童生徒の学力や学習状況を把握し、分析することで、児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす教育を
推進する。併せて、高校において、基礎学力や日本語能力に課題を抱える生徒への支援を行う。

目 的

担当（内線） １ 義務教育指導課（６７５２）
２ 高校教育指導課（６７７２）

【予算額】２３６，０２０千円

事業概要

１ 学力・学習状況調査実施事業 １４８，０５０千円

（１）埼玉県学力・学習状況調査 １４８，０５０千円
小４～中３までの児童生徒を対象に「学習の定着」や「学力の伸び」、「非認知能力」等を把握することができる

学力・学習状況調査を全市町村ＣＢＴ（Computer Based Testing：タブレット端末等を活用した調査）で実施する。

２ 課題を抱える生徒のための学習支援プラン ８７，９７０千円

CBT実施の様子 個人結果票（国語）の一部

(※)
ア：言葉の特徴や使い方
イ：情報の扱い方、我が国の言語文化
ウ：話すこと・聞くこと、書くこと
エ：読むこと

「ＣＢＴ化により、解答にかけた
時間等が分かるようになり、
学習状況をより詳細に振り返る
ことができる。

（１）課題を抱える生徒のための学習支援プラン（一部新規） ８７，９７０千円
・基礎学力に課題を抱える生徒が多い高校に、教員志望の大学生等を学習サポーターとして配置し、学習支援を行う。
・日本語指導が必要な帰国・外国人生徒が多い高校に、日本語支援員を配置し、日本語の個別指導や授業補助を行う。

 音声通訳機器の配備【新規】
日本語指導が必要な生徒が在籍する教室への配備

 日本語支援員の配置人数等の増【拡充】
日本語指導が必要な生徒の増加へ対応（日本語支援員６２人 ※前年度比 １０人増）

新規・拡充内容

一部新規



－ ９ －

い じ め ・ 不 登 校 等 へ の 対 策

いじめ、不登校等の課題に対応するため、教育相談体制やネットトラブルを未然に防止する体制を整備する。

目 的

担当（内線） 生徒指導課（６７４５）

【予算額】１，６０３，５９２千円

事業概要

（１）ネットトラブルの未然防止 ３，９６０千円

１ いじめ・不登校等における支援体制の整備 １，５９９，６３２千円

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，４９０，８５５千円

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、高校相談員、精神科医を配置するとともに、中学校相談員配置
市町村への助成、スチューデントサポーターの派遣、オンライン相談の実施等により、教育相談体制を整備する。

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置し、生徒の抱える悩みや不安等に早期に対応することで、課題の深刻化を未然防止する。

（２）ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備 ９，９８７千円

インターネット上のトラブルの未然防止のため、児童・生徒自身がネットの利用方法やあらゆるトラブルについて
認識し、ネットリテラシーを習得・向上できるように、指導案・指導教材及び教職員向けの研修資料等を作成すると
ともに、「ネットトラブル注意報」の発行により、児童生徒・保護者、教員等への意識啓発を行う。

２ ネットトラブルの未然防止 ３，９６０千円

メタバース空間において、不登校児童生徒に対する学習支援や相談支援を実施するこ
とで、社会的自立を支援する。

（３）メタバース空間を活用した学習支援・教育相談体制の整備 ９０，５４１千円

一部新規

【メタバース空間における児童生徒の活動イメージ】

【学習支援】 【相談支援】

小学校低学年における、不登校につながる可能性のある登校渋りや対人関係の課題の
減少に向け、幼児教育施設と小学校間の学びや生活の円滑な接続に関する研究を行う。

（４）幼保小接続による不登校対策等に関する調査研究事業（新 規） ８，２４９千円



部 活 動 の 充 実 ・ 支 援

部活動における教員の負担軽減や専門的指導者の不在などに対応するため、専門的指導力を備えた人材等を活用し、部活動の充
実を図る。
また、地域の持続可能で多様なスポーツ・文化芸術環境を一体的に整備し、多様な体験機会を確保する。

目 的

担当（内線） 保健体育課（６９４８）

【予算額】２６６，１９６千円

事業概要

１ 中学校部活動指導員活用事業 ６９，４９６千円

（１）中学校部活動指導員活用事業 ６９，４９６千円
単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を中学校に配置する市町村に対し、必要経費を補助する

   ことで、顧問教員の負担軽減を図る。

２ 部活動指導充実支援事業 １９６，７００千円

（２）県立学校運動部活動サポート事業 １０，１２２千円
運動部活動における専門的指導者不在等に対応するため、地域の専門的指導力を備えた指導者を

活用し、運動部活動の充実を図る。

（１）県立学校部活動指導員活用事業 ４２，８８６千円
  単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を県立学校に配置し、顧問教員の負担軽減を図る。

－ １０ －

新規・拡充内容

 部活動指導員の配置【拡充】
中 学 校 運動部・文化部 １６８人 ※ 前年度比 ５７人増

新規・拡充内容

一部新規

 部活動地域展開コーディネーター配置【新規】
市町村の地域展開における課題解決支援を行うコーディネーター３名を
教育事務所・支所に配置

【地域クラブ活動の様子】

（３）部活動の地域展開推進事業（一部新規） １４３，６９２千円
これまで学校教育の一環として行われてきた部活動を学校単位から地域単位の取組とすることを

視野に、県内外の取組事例等について、県内での普及・啓発を行う。また、市町村に対して地域ク
ラブの活動等に係る費用の一部を補助し、平日も含めた部活動の地域展開を推進する。



高 校 生 の キ ャ リ ア 教 育 ・ 産 業 教 育 の 推 進

高校生一人一人の社会的・職業的自立に向けて、必要な基盤となる能力や態度を育成し、未来のキャリア形成を支援する。
また、専門高校及び総合学科高校において、将来の産業界を担う職業人材を育成するため、地域の企業等と連携した実践的な職

業教育を行うとともに、専門高校等の魅力発信や産業界と連携した最先端の職業人材育成システムの構築を推進する。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７６９）

【予算額】 １９６，３１８千円

事業概要

（１）職業人材を育成する専門高校活性化事業 １５，９３６千円
高度専門職業人材を育成するため、地域の企業、商店街や研究機関等と連携した実践

的な職業教育を行う。
埼玉県産業教育フェアを開催する。

（２）収益力のある農業を学ぶ担い手育成プログラム推進事業（一部新規）１４６，２７６千円
農業関連産業への人材の輩出につなげるため、ＩＣＴやデータ等を活用したスマート

農業など、収益力のある農業を学べる環境の整備や、カリキュラムの開発・実践を行う。

（１）県立高校就職支援アドバイザー配置事業 ８，１７４千円
面接等の就職指導の充実を図るため、就職支援アドバイザーの配置を行う。

－ １１ －

（３）工業高校と地域による未来共創プロジェクト事業 ２０，０２４千円
地域産業を担う人材を持続的に育成するため、地域の産業界等と高校が連携した、最新

   技術や企業のＤＸ化への流れに対応できる専門教育のカリキュラムの研究・開発を行う。

（２）ミライを拓くキャリア創造SAITAMAプロジェクト ５，９０８千円
生徒自身が自己探究や業界探究するプログラムを開発・実践・共有することで、

生徒が主体的に進路を探究し選択できる力を育む。

１ キャリア教育の推進 １４，０８２千円

２ 産業教育の推進 １８２，２３６千円

【企業等と協働したスピーカー製作の実習授業】

 県立熊谷農業高校内生産物販売所の整備【新規】
埼玉県教育環境整備基金を活用し、地域交流の拠点となる生産物販売所を整備

新規・拡充内容

【企業等の協力により開発・販売した商品】

一部新規



（４）新校の設置 ６６１，８１９千円
再編整備後の県立八潮高等学校の跡地及びふじみ野市立東台小学校の跡地を活用した、知的障害特別支援学校の設置に

  係る実施設計を行う。
   ア 県東部地域特別支援学校（仮称）  受入規模２５０名程度（小・中・高）、令和１２年４月開校予定

イ 県西南部地域特別支援学校（仮称） 受入規模１５０名程度（小・中・高）、令和１１年４月開校予定

－ １２ －

特 別 支 援 学 校 の 過 密 対 策

特別支援学校における児童生徒の増加に対応するため、新たな特別支援学校を設置するとともに、既存特別支援学校における教
育環境を整備する。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８８９）
財務課（６６４６）

【予算額】２，７３２，４１６千円

事業概要

（１）既存特別支援学校の校舎改築（新 規） ３５５，１４０千円
県立大宮北特別支援学校の校舎全面改築及び県立浦和特別支援学校の校舎一部改築に係る基本計画の策定等を行う。
ア 県立大宮北特別支援学校 受入規模１１０名程度増、令和１４年４月校舎供用開始予定
イ 県立浦和特別支援学校 受入規模１２０名程度増、令和１５年４月及び令和１８年４月校舎供用開始予定

１ 特別支援学校における教育環境整備 ２，７３２，４１６千円

（２）県立上尾かしの木特別支援学校の校舎増築（新 規） ８７，３１４千円
校舎増築に係る基本計画の策定等を行う。
受入規模１２０名程度増、令和１３年４月校舎供用開始予定

（３）県立川口特別支援学校のプール設置（新 規） ３４，６５２千円
プール設置に係る基本計画の策定を行う。
令和１４年４月供用開始予定

一部新規

【過去の特別支援学校整備例】

（５）県立和光南特別支援学校の校舎等改築 ７２２，３２４千円
校舎等の全面改築に係る実施設計を行う。
受入規模１６０名程度増、令和１２年４月校舎供用開始予定

（６）県立川口特別支援学校の校舎増築等 ８７１，１６７千円
校舎の増築（北棟）を行う。また、既存特別支援学校における備品等の整備を行う。
北棟 受入規模９６名程度増、令和１０年４月校舎供用開始予定

【川口特別支援学校校舎増築工事完成イメージ図】

中央棟
北棟



－ １３ －

医 療 的 ケ ア の 体 制 整 備

医療的ケア児が学校で安全かつ安心して学習できるよう、医療的ケア体制を整備し、適切な支援を行うことで、医療的ケアを
必要とする幼児児童生徒がその意欲や能力に応じて力を発揮できる教育環境を実現する。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８８８）

【予算額】３１１，４４５千円

事業概要

１ 県立特別支援学校医療的ケア体制整備事業 ３１１，４４５千円

（１）医療的ケア児の通学支援 ２４８，７９４千円
【通学支援】

医療的ケア児が福祉タクシー等を利用して通学する際に同乗する看護師の費用について支援を行い、
保護者の付き添いがなくても通学できる環境を整備する。

【連絡協議会の運営】
支援方法の充実や継続的な支援体制の整備に向けて、学校、医療関係者、事業者等による協議会を

実施する。

（３）相談医の派遣 ３，９９５千円
看護教員等に対する実技指導や医療的ケアに関する校内研修など、学校に相談医を派遣し、訪問による指導助言を行う。

（４）担当教員研修会の実施 ３１９千円
認定特定行為業務従事者の養成及び最新の医療情報の習得を行う。

（５）医療的ケア運営委員会の開催 ２１０千円
医療的ケア実施体制の整備・充実を図るため、学校における医療的ケアの実施状況や課題を把握し、検討を行う。

（６）看護教員研修会の実施 ４１７千円
看護教員及び養護教諭の資質向上に資するため、研修会を実施する。

【通学支援による登校】

（２）医療的ケア体制の充実 ５７，７１０千円
医療的ケア児が安全かつ安心して学習できる環境を確保するため、看護師を配置するとともに、

医療的ケア児が入学する前から相談医による指導助言を実施することで、入学当初の保護者待機の解消を図る。



－ １４ －

特 別 支 援 学 校 に お け る 就 労 支 援

企業等への就労を希望する特別支援学校高等部生徒の進路を実現させる。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８９１）

【予算額】１３３，４３５千円

事業概要

１ 自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業 １３３，４３５千円

（１）企業のニーズを踏まえた職業教育の推進 ２，２９９千円
・３Ｄａｙｓ意識向上民間研修の実施

特別支援学校の教員が、卒業生の就労先である企業等で３日間の体験研修を受けることにより、障害者雇用における
企業のニーズを把握するとともに、職業教育における教員の意識向上を図る。

・就労支援アドバイザーの配置
就労支援アドバイザー（企業の人事担当者等）が、生徒や保護者へ助言等を行うことにより、就労に向けた生徒、

保護者の意識向上を図る。

（２）障害者雇用の仕組みの構築 １２９，８２０千円
特別支援学校高等部卒業時に企業就労できなかった生徒等を会計年度

任用職員として雇用し、「チームぴかぴか」として県庁等で働く中で職
業スキルを身に付け、企業就労を目指す。
また、「チームぴかぴか」の活動を通して得た就労支援のノウハウを

特別支援学校へフィードバックし、特別支援学校の就労支援に向けた取
組の強化を図る。

（３）就労可能な企業の情報の収集 １，３１６千円
ハローワーク等と連携した企業情報の収集及び特別支援学校の進路担

当者による実習・就労先の開拓を行う。

【「チームぴかぴか」業務の一例】

【パソコン入力作業】 【植栽管理】



い わ ゆ る 教 育 無 償 化 に 伴 う 保 護 者 負 担 の 軽 減

家庭の経済状況にかかわらず、多様で質の高い教育を実現するため、高等学校等就学支援金や奨学のための給付金を支給すると
ともに、小学校段階（公立）の学校給食に係る費用を補助し、家庭の教育費負担の軽減を図る。

目 的

担当（内線）１・２ 財務課（６６５３）
３ 保健体育課（６９６７）

【予算額】３３，８８９，９４５千円

事業概要

１ 公立高等学校就学支援金事業 １２，０３５，０５０千円

（１）高等学校等就学支援金の支給 １２，０３５，０５０千円

県内の公立高等学校に在籍する高校生に対し、世帯の所得に関わらず、授業料に充てるための就学支援金を支給し、

教育費負担の軽減を図る。

－ １５ －

２ 埼玉県国公立高等学校等奨学のための給付金事業 ２，７０５，２４８千円

（１）低中所得世帯の生徒に対する給付金の支給 ２，７０５，２４８千円

低中所得世帯の国公立高校生等に対して、教材費、学用品費等として

給付金を支給し、授業料以外の教育費負担の軽減を図る。
 給付金対象世帯【拡充】
世帯年収約４９０万円まで対象を拡大

新規・拡充内容

*年収は、国が示すモデルケースにおける世帯年収目安（両親のうち一方が働き、高校生一人(16歳以上)、中学生一人の子供がいる4人世帯）

一部新規

３ 学校給食費の抜本的な負担軽減事業 １９，１４９，６４７千円

（１）小学校給食費の抜本的な負担軽減事業（新 規） １９，１４９，６４７千円

令和８年４月から小学校段階での学校給食費の負担軽減を図るため、県立特別支援学校の小学部に在籍する児童の学校

給食費を補助する。また、市町村を通じて市町村立小学校等に在籍する児童の学校給食費を補助する。

年収*約380～490万円年収*約270～380万円年収*約270万円未満

住民税非課税世帯生活保護世帯

35,930円47,900円143,700円32,300円全日制・定時制
課程

12,630円16,830円50,500円32,300円通信制

【給付額】



－ １６ －

教 育 相 談 等 支 援 体 制 の 充 実

いじめや不登校など様々な課題を抱える児童生徒を支援するため、教育相談体制を整備するとともに、学校におけるヤングケア
ラーや性的マイノリティへの支援体制の充実を図る。

目 的

担当（内線） １ 生徒指導課（６７４５）
２、３ 人権教育課（６７８６）

【予算額】 １，５９８，３９８千円

事業概要

１ 教育相談体制の充実 １，５９１，３８３千円

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，４９０，８５５千円
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、高校相談員、精神科医を配置するとともに、中学校相談員配置

市町村への助成、スチューデントサポーターの派遣、オンライン相談の実施等により、教育相談体制を整備する。

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置し、生徒の抱える悩みや不安等に早期に対応することで、課題の深刻化を未然防止する。

（２）ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備 ９，９８７千円

メタバース空間において、不登校児童生徒に対する学習支援や相談支援を実施することで、社会的自立を支援する。

（３）メタバース空間を活用した学習支援・教育相談体制の整備 ９０，５４１千円

２ ヤングケアラーへの支援の充実 ３，２７５千円

【ヤングケアラーサポートクラスの様子】

３ 性的マイノリティへの支援の充実 ３，７４０千円

（１）市町村を対象としたヤングケアラーサポートクラスの実施 ２，１１５千円
ヤングケアラーの専門家及び元ヤングケアラーを講師として招聘し、市町村を対象とした講演会

等を実施する。また、支援体制を確立するための教職員向け研修会を実施する。

（２）県立高校を対象とした自走式ヤングケアラーサポートクラスの実施 １，１６０千円
ヤングケアラーに関する授業とヤングケアラー支援策をセットにした県立高校独自のヤングケア

ラーサポートクラスを実施する。また、支援体制を確立するための教職員向け研修会を実施する。

（１）性の多様性の相談に係る学校支援の実施 ２，３１０千円
市町村立小・中・義務教育学校や県立学校からの要請に応じて、外部機関から性的指向・性自認に関して深い知識を持

つ専門家を派遣し、学校における相談対応や性的マイノリティの理解促進等の取組への支援を実施する。

（２）オンラインサロンの実施 １，４３０千円
性的指向・性自認の悩みを家庭や学校に打ち明けることが困難な中学生や高校生を対象に、オンライン上で、悩みを抱

える生徒同士の交流会を実施する。

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，４９０，８５５千円



－ １７ －

優 秀 な 教 員 の 確 保

教員志願者確保のため、大学生や既卒者等に教職の魅力を幅広く伝えるとともに、講義・実習等を通じて「埼玉県教育委員会が
求める教師像」の素地を育成する。

目 的

担当（内線） １（１）、１（２）、１（３）、１（４）小中学校人事課（６９３７）
１（２）県立学校人事課（６７３８）

【予算額】５，１０８千円

事業概要

１ 彩の国みらい教師チャレンジプログラム事業 ５，１０８千円

（１）オープンコース（新 規） ２，１６４千円
大学生や既卒者等に対し、気軽に参加しやすいセミナーや学校見学会等を通じて、幅広く教職の魅

力に触れる機会を設けることで、教員志願者を確保する。
〔時期〕 年９回程度
〔対象〕 大学生、既卒者等 ※各回２０名程度
〔内容〕 最新の教育実践の紹介、学校見学等

（２）フィールドコース（新 規） ７４千円
教員免許状取得予定者（既卒者及び大学生等）に対し、学校現場でのボランティア体験を通じ

教職への理解を深める機会を設けることで、教員志願者を確保する。
〔時期〕 令和８年８月～令和９年３月
〔対象〕 教員免許状取得予定者で、県内小・中・特別支援学校教員を志望する大学生、

既卒者等３７０名
〔内容〕 学校現場におけるボランティア体験（学習支援、行事運営補助等）

（３）アドバンスコース（新 規） ７１４千円
優秀な教員志願者の確保のため、講義・実習等を通じて、実践的な指導力の向上を図る。

〔時期〕 令和８年１０月～令和９年３月
〔対象〕 県内小・中学校教員を志願する大学３年生等８０名
〔内容〕 講義、小・中学校での実習等

【学習支援ボランティア】

一部新規

（４）マスターコース（令和８年１月からの継続） ２，１５６千円
埼玉県公立小・中学校教員を希望する大学生等が、卒業後、新規採用教員となり豊かな人間性と

実践的な指導力を持ち、将来埼玉の教育を担う教員として活躍できるための資質・能力を育成する。



－ １８ －

学 校 教 育 の デ ジ タ ル 化 の 推 進

学校教育のデジタル化により、ＩＣＴを活用した個別最適な学びと協働的な学びを一層推進するとともに、デジタル社会で活躍
する人材の育成を図る。

目 的

担当（内線） ＩＣＴ教育推進課（６６４０）
高校教育指導課 （６７６７）

【予算額】１１，５３１，１３４千円

事業概要

１ 教育活動の充実のための学習環境の整備 １１，５３１，１３４千円

（２）ＧＩＧＡスクール構想１人１台端末等の更新 ６，５２３，１９３千円
ＧＩＧＡスクール構想の第１期に整備した公立小・中学校等の児童生徒における１人１台端末等

を更新するため、県内市町村に対し補助金を交付するとともに、共同調達を実施する。

（３）高等学校ＤＸ加速化推進事業 ３３５，０００千円
これからのデジタル社会を担う人材育成のため、情報、数学等の教育を重視するカリキュラムを

実施するとともに、ＩＣＴを活用した探究的・教科横断的な学びを強化する学校に、必要な環境を
整備する。

（１）県立学校におけるＩＣＴ環境の整備 ４，４４８，４１０千円
県立学校間ネットワークや学習者用・教職員用端末等の「教育の情報化」に係る基盤を整備する。

（４）生成ＡＩパイロット校事業（新 規） ４，０００千円
学習及び校務における生成ＡＩ活用の実践を通して、その成果や課題の検証を行うとともに、学

校現場における生成ＡＩの活用事例の創出・普及を行う。

一部新規

 学校ＤＸ推進事業【新規】
次世代校務支援システムの設計、リアルタイム学習支援アプリ及びラーニングマネジメントシステムの導入

新規・拡充内容

【３Ｄデザイン学習】

【ロボティクス教材を用いた学習】

【１人１台端末を用いた発表】

 生成ＡⅠパイロット校事業【新規】
文部科学省事業の「生成ＡＩパイロット校事業」の活用

新規・拡充内容

（５）学校ＤＸ推進事業（新 規） ２２０，５３１千円
教職員の業務負担軽減と教育の質の向上のため、県立学校の次世代校務支援システムの整備に向けた要件定義等を

行う。また、県立高校・中学校へ学習支援アプリの導入、県立通信制高校へラーニングマネジメントシステムの導入を
行い、より効果的な学習指導を実現する。



学 校 に お け る 働 き 方 改 革 の 推 進

教職員の負担軽減や健康管理の推進などの対策により、トータルケア体制を確保し、教職員が子供たちの指導に専念できるよう
働き方改革を進めることで、学校教育の質の維持向上に取り組む。

目 的

担当（内線） １（１） 県立学校人事課（６７１２）、１（２） 福利課（６７０９）
２（１） ２（２） 高校教育指導課（６７７３・６７６７）
２（３） 高校教育指導課（６７６７）ＩＣＴ教育推進課（６６４０）

県立学校人事課（６７３５）特別支援教育課（６８８６）
義務教育指導課（６７７９）

３（１） 小中学校人事課（６９３９）、県立学校人事課（６７１２）
３（２） 保健体育課（６９４８）、高校教育指導課（６７７３）

【予算額】１，０９８，２８６千円

事業概要

１ 在校時間の把握及び負担軽減・健康管理への活用 ２１，０６６千円

（１）県立学校教職員負担軽減検討事業 １９，５２６千円
勤務管理システムを活用し、客観的に把握した教職員の在校時間のデータを業務の負担軽減や健康管理に活用する。

一部新規

（２）長時間勤務者への健康相談の実施 １，５４０千円
長時間勤務者に対して、健康管理医による面接指導を勧奨し、健康管理を推進する。

２ 校務環境のデジタル化による業務の改善・効率化 ４２５，１２９千円

－ １９ －

（１）高等学校入学志願者学力検査事業（電子出願システム） ８８，３２６千円
入学者選抜においてデジタル化による県民サービスの向上や業務効率化及び出願手続における事務処理のミス防止に

取り組む。

（２）採点業務等デジタル化推進事業 １１６，２７２千円
デジタル採点ソフト等の整備により、定期考査の採点や入学者選抜に関する業務等の効率化を図る。



３ 外部人材の活用 ６５２，０９１千円

（１）教員業務支援員、副校長・教頭マネジメント支援員配置事業 ５３９，７０９千円
教員の事務を補助する教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）及び副校長・教頭マネジメント

支援員を配置する市町村を支援し、小・中学校の教員及び教頭の負担軽減を図る。
また、県立中学校に教員業務支援員、県立中学校及び県立特別支援学校小・中学部に副校長・教頭マネジメント

支援員を配置する。

事業概要

－ ２０ －

 次世代校務支援システムの設計【新規】
校務データの一元管理や業務の効率化などの機能のある次世代校務支援システムの整備に向けて要件定義等を行う。

 リアルタイム学習支援アプリの導入【新規】
生徒の端末での学習状況をリアルタイムで把握することができる学習支援アプリを導入

 ラーニングマネジメントシステムの導入【新規】
通信制高校においてレポートの提出・返却や学習状況の確認をオンラインで行えるシステムを導入

新規・拡充内容

（３）学校ＤＸ推進事業（新 規） ２２０，５３１千円
教職員の業務負担軽減と教育の質の向上のため、県立学校の次世代校務支援システムの整備に向けた要件定義等を

行う。また、県立高校・中学校へ学習支援アプリの導入、県立通信制高校へラーニングマネジメントシステムの導入を
行い、より効果的な学習指導を実現する。

 教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）の配置【拡充】
配置予定校数 市町村立小・中学校 ７６１校 ※ 前年度比 ３６校増

県立中学校 １校 ※ 増減なし

新規・拡充内容

（２）部活動指導員活用事業 １１２，３８２千円
単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を配置し、顧問教員の負担軽減を図る。

 部活動指導員の配置【拡充】
中 学 校 運動部・文化部 １６８人 ※ 前年度比 ５７人増
県立学校 運動部・文化部 ３２人 ※ 増減なし

新規・拡充内容



－ ２１ －

魅 力 あ る 高 校 づ く り の 推 進

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７７２）
魅力ある高校づくり課（６９０２）
財務課（６６４６）

【予算額】２，８２５，５６２千円

２ 魅力ある県立高校づくりに向けた施設整備等 ２，８０３，９７１千円

アニメーション・美術分野で活躍できる人材を育成越生翔桜高校
国際感覚を身に付けた
グローバル人材を育成

和光国際高校

ビジネス分野で活躍できる人材を育成八潮フロンティア高校岩槻高校

先端産業分野で活躍できる人材を育成大宮科学技術高校秩父高校

（１）高校教育改革を先導するパイロットケースの創出（新 規） １５，７０７千円
国が示す三類型（アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援、理数系人材育成支援、多様なニーズに対応した教

育機会の確保）の高校教育改革を先導する拠点（改革先導校）を選定するとともに、取組内容を検討する。

（２）「高等学校教育改革実行計画」の策定（新 規） ５，８８４千円
国が示す基本方針を踏まえた高校教育の在り方や国の支援を受けて推進する取組等をまとめた「高等学校教育改革実行計

画」の策定に向けた検討を行う。

１ 高等学校教育改革推進事業 ２１，５９１千円

事業概要

（１） 魅力ある県立高校づくりに向けた施設改修や物品整備等 ２，８０３，９７１千円
魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき設置する高校において、施設改修や物品整備などを行う。
また、今後の再編整備に係る実施方策の策定に向けた検討などを行う。

＜魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき令和８年４月に開校する高校＞

一部新規

国の財政支援により新たに設置する「高等学校等教育改革推進基金」を活用して、高校教育改革を先導するパイロットケースを

創出するとともに、高校教育の在り方や国の支援を受けて推進する取組等をまとめた「高等学校教育改革実行計画」の策定に向け

た検討を行う。

また、魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき設置する高校において教育活動に必要となる施設整備を行うなど、魅力ある高

校づくりを推進する。



教 育 施 設 の 長 寿 命 化 の 推 進

教育局資産マネジメント方針に基づき、屋上防水、外壁改修及び設備改修を実施することで、建物を長寿命化し、維持・更新
コスト縮減を図る。

目 的

担当（内線） 財務課（６６４６）

【予算額】１８，３８５，８５６千円

事業概要

１ 建物の長寿命化を目的とした適正な改修の実施 １８，３８５，８５６千円

（１）県立学校大規模改修 ５，８１１，５９５千円
建築後概ね３０年を経過した校舎について老朽改修を行う。
・ 設計 １０校１４棟、工事 １１校１６棟

（２）県立学校中間改修 ６，７７２，８７６千円
大規模改修までの中間改修として、建物の外部改修等を行う。
・ 設計 １４校１８棟、工事 １３校１８棟

（３）県立学校体育館改修 ３，２５４，０７８千円
建築後概ね３０年を経過した体育館について老朽改修を行う。
・ 設計 ６校 ７棟、工事 ６校 ７棟

（４）社会教育施設大規模改修 ６７９，９９１千円
建築後概ね３０年を経過した社会教育施設について老朽改修を行う。
・ 設計 ２施設、工事 １施設

（５）社会教育施設中間改修 １０６，５８０千円
大規模改修までの中間改修として、社会教育施設の建物の外部改修等を行う。
・ 設計 １施設

【改修イメージ】

－ ２２ －

（６）空調設備の更新、改修等 １，７６０，７３６千円
普通教室の空調設備の更新等を行う。
・ 設計 ８校、工事 １０校



－ ２３ －

県 立 学 校 の 空 調 整 備 の 推 進

児童生徒、教職員の安全の確保及び避難所ともなる県立学校の防災機能強化のため、体育館、選択・特別教室の空調設備を整備
する。また、保護者が負担している教室等の空調設置費及び維持管理費を公費で負担し、保護者負担の軽減を図る。

目 的

担当（内線） 財務課（６６４６）

【予算額】３，６４０，２９７千円

事業概要

１ 空調設備の整備 ２，７３１，７７１千円

２ 空調設備に係る公費負担 ９０８，５２６千円

（２）空調設備（教室）の整備（一部新規） ８１０，２７２千円
普通教室、選択・特別教室に空調設備を順次整備する。
・ 設計 ２３校、工事 ６校

（１）保護者負担への補助（一部新規） ９０８，５２６千円
保護者負担で整備された教室等の空調設備について、設置費及び

維持管理費の補助を実施する。

（１）空調設備（体育館）の整備（一部新規） １，９２１，４９９千円
県立学校の体育館に空調設備を順次整備する。
・ 設計 １７校、工事 １２校

一部新規

 全県立学校の体育館空調設備を順次整備【新規】
新規・拡充内容

 選択・特別教室の空調設備を順次整備【新規】

 選択・特別教室等を補助対象【新規】

【整備イメージ】

体育館・天吊型 教室・天吊型

【主なスケジュール(見込)】

新規・拡充内容

新規・拡充内容

整備目標令和9年度以降令和8年度区分

体育館

選択・
特別教室

防災拠点校

特別支援学校

高校（未設置校）

高校(防災拠点校以外)

工事

設計・工事

設計・工事

設計・工事

〜令和8年度

〜令和12年度

〜令和15年度

〜令和15年度



－ ２４ －

地 域 学 校 協 働 活 動 の 推 進

地域と学校が連携・協働した活動を推進し、次世代を担う子供の健全育成に地域全体で取り組むことを支援する。

目 的

【予算額】２０４，８７２千円

事業概要

２ 研修及び会議の実施 ５３０千円

（２）指導者研修の実施 ３７５千円
コーディネーター等の資質向上や情報交換・情報共有を図るための研修

を実施する。

（３）推進フォーラムの実施 ７５千円
優良事例を周知し、活動の充実を促進する。

（１）推進委員会の設置 ８０千円
保護者や地域の代表者、市町村関係者等で構成する推進委員会を設置し、

実施方針の検討、指導者研修の企画等を行う。

（１）放課後子供教室等の取組への補助金の交付 １９６，５２３千円
放課後子供教室、土曜日の教育支援、中学生学力アップ教室を

実施する市町村に対し補助金を交付する。
ア 放課後子供教室 ４８市町村４０７校で実施
イ 土曜日の教育支援 １０市町 １８０校で実施
ウ 中学生学力アップ教室 １２市町 ６６校で実施

１ 市町村の取組への補助 ２０４，３４２千円

＜県と市町村の役割＞

【放課後子供教室の様子】

（２）「学校応援団」の活動への補助金の交付 ７，８１９千円
「学校応援団」の活動を実施する市町村に対し補助金を

交付する。
ア 補助事業実施市町 ２８市町

担当（内線） １（１）ア、イ、（２）、２ 生涯学習推進課（６９７９）
１（１）ウ 義務教育指導課（６７７９）

○運営委員会の設置
○コーディネーター等の設置
○地域人材の確保
○地域の人材が参画する多様な教育活動の実施

○推進委員会の設置
○コーディネーター等の指導者研修の実施
○地域学校協働活動推進フォーラムの実施
○運営経費の補助（国・県・市町村1/3ずつ負担）

支
援

〈県〉

〈市町村〉

【中学生学力アップ教室】

【「学校応援団」活動の様子】



新 た な 県 立 図 書 館 の 整 備 推 進

来館しなくても県民誰もが県立図書館のサービスを享受できる環境の実現などを目指す新県立図書館の整備を推進する。

目 的

担当（内線） 生涯学習推進課（６９２３）

【予算額】１６，７９０千円

事業概要

（１）新県立図書館の整備推進（新 規） ５，２３６千円

新県立図書館の書庫棟を建設予定の熊谷地方庁舎Ａ駐車場において、地盤調査や測量調査を実施する。

（２）新県立図書館システムの検討（新 規） ８，５５２千円

デジタル技術を活用した新県立図書館の新たなサービスの実現に向け、図書館システムに関する基本要件の整理等を行う。

（３）地域資料のデジタル化 ３，００２千円

「埼玉ゆかりの地域資料の収集・提供・保存機能」を充実・強化するため、地域資料のデジタル化を実施する。

１ 新たな県立図書館の整備推進 １６，７９０千円

一部新規

熊谷駅

新県立図書館（窓口機能） 熊谷市役所

北部地域振興交流拠点Ａ棟内予定地

・地域資料など貸出不可資料の閲覧
・地域資料を速やかに提供するための収集・保存
・予約図書の貸出窓口・レファレンスカウンター
・県民の学びを深める講座等の実施

予定機能

新県立図書館（書庫棟）

熊谷地方庁舎Ａ駐車場予定地

・資料（地域資料以外）の収集・保存
・市町村立図書館等への資料の搬送
・市町村立図書館等の支援
・デジタルライブラリーの運用
・オンラインレファレンス・講座等の実施

予定機能

－ ２５ －



－ ２６ －

文 化 財 保 護 の 推 進

目 的

担当（内線） 文化財・博物館課（６９８６）

【予算額】１４６，３２０千円

事業概要

１ 文化財保護事業 １２５，５０５千円

一部新規

文化財の所有者・管理者等が行う文化財の保存事業に対し補助金を交付し、適切な管理・活用を図る。また、民俗芸能保持団体
に対し補助金を交付し、地域文化の振興を図る。
博物館等施設が収蔵する資料について三次元モデル等を作成、公開することにより、文化財に関する理解を促し、適切な保存と

継承を図る。

【山車行事民俗文化財伝承・活用等事業】

２ 三次元モデルの導入による文化財活用事業 ２０，８１５千円

（１）国指定文化財保護事業 ３９，５４５千円
重要文化財等の修理・管理事業に対して補助を行う。

（２）埋蔵文化財調査保存事業 ６３，４３５千円
市町村が実施する埋蔵文化財発掘調査に対して補助を行う。

（３）県指定文化財保護事業 １７，８１２千円
県指定文化財の修理・管理事業に対して補助を行う。

（４）民俗芸能の振興事業 ８４８千円
県指定無形民俗文化財の後継者養成を目的とした事業に対して補助を行う。

（５）防災設備・緊急対応等事業 ３，３０５千円
国・県指定文化財の防災設備保守点検及び緊急対応等に対して補助を行う。

（６）文化財保護団体事業費補助 ５６０千円
文化財保護団体が実施する普及・啓発事業に対して補助を行う。

（１）博物館資料三次元モデル化事業（新 規） １４，８０９千円
博物館の収蔵資料について三次元モデルの作成・公開を行う。

（２）文化財収蔵施設資料デジタル公開・三次元モデル化事業（新 規）６，００６千円
文化財収蔵施設の収蔵資料についてデジタル公開（写真）と三次元モデルの作成・公開を行う。

【三次元モデル】



－ ２７ －

教 職 員 の 定 数

担当（内線） 事務局 総務課（６６２１）
小学校、中学校 小中学校人事課（６９３４）
高等学校、特別支援学校 県立学校人事課（６７３８）

主な増減理由増 減令和７年度令和８年度区分

教員等による児童対象性暴力等を防止す
る措置を講じること等に伴う増

５７３３７３８事務局

加配定数の変動に伴う増１５７１８，４２５１８，５８２小学校

国の定数改善に伴う増２４４１０，２９７１０，５４１中学校

生徒定員の変動に伴う減△１２９，１６４９，１５２高等学校

児童生徒数の変動に伴う増１８８５，３６２５，５５０特別支援学校

５８２４３，９８１４４，５６３計

（単位：人）

事業概要

１ 教育局条例定数


